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「清話抄」は3面に掲載しました。

第1回定時総会

全日本病院協会は公益社団法人として初の定時総会を6月22日に東京・ホテルグラン
ドパレスで開催した。新たな役員に55名の理事ほかを選任、会長等選定理事会におい
て西澤寛俊氏を会長に選出した。
4選された西澤寛俊会長は猪口雄二、安藤高朗、神野正博各氏を副会長に指名、それ

ぞれ留任とした。また、常任理事として20名を指名、多くを現有メンバーで臨む執行
部体制を固めた。それぞれ任期は同日から2年間（2015年6月の定時総会まで）となる。
常任理事20名のうち5名が新たに就任した。理事55名のうち8名が新規選出という

ことと合わせ、第4期西澤執行部は円滑な若返りを果たした。（8面に新役員の名簿）

就任の挨拶で西澤会長は、社会保障
と税の一体改革や消費税非課税を含む、
医療提供体制と診療報酬の問題に全力
を挙げて取り組んでいく決意を披露。
同時に、公益法人の立場を踏まえた活
動を志していきたいと所信を表明した。
団塊の世代高齢化という2025年の山

に向けて、国民・患者、医療関係者そし
てすべてのステークホルダーと協働し

た取り組みが必要であり、その中で積
極的な提言を行なうなど、全日病が主
導性を発揮していく必要があるという
認識を示した。
そして、迫り来る改革に対して、今

まで以上に質の高い医療の提供に努め
る会員病院に対する支援を継続してい
くという執行部の戦略的理念を明らか
にした。

第1回定時総会は定数2,436名に対し
て出席者135名、委任状1,471名を得て
成立。来賓として横倉義武日本医師会
長と野中博東京都医師会長がそれぞれ
挨拶した。
議長に木村佑介氏（前代議員会議長）、
副議長に宮城敏夫氏（前代議員会副議
長）を選出。2012年度事業報告と決算
報告をともに満場一致で承認した。
第3号議案の役員選任において、木

村議長は、理事改選に55名が立候補し
たが、定款が定める理事定数内である
ため全員の選任を一括で諮り、総会は
全会一致で承認した。
2012年度の決算は直近の公益法人会

計基準に準拠して行なわれた。その結
果、一般会計、生命保険共済特別会計、
老人保健健康増進等特別会計、災害対
策支援特別会計というこれまでの区分
を止め、新たに本部の一般会計と特別
会計、全日本病院学会会計、各支部の
会計を合算。財務諸表も、貸借対照表、
正味財産増減計算書、同内訳表、財務
諸表に対する注記、財産目録、附属明
細書からなる会計報告とした。
2012度は、経常収益計6億4,154万円

に対して経常費用計は5億9,518万円に
とどまった結果、当期経常増減額とし
て4,635万円を計上、前年度に引き続い
て黒字を計上した。

2012年度決算から本部一般会計と各支部会計等を合算

公益法人への移行に伴う定款等の改
正によって代議員会が廃止されたた
め、新たに「支部長会・副支部長会」が
設けられ、第1回定時総会に先立って
開かれた。各支部や役員からは、第６
次医療法改正の議論状況、消費税問題

への対応、地域包括ケアと中小病院、
TPPに対する見解、新型インフルエン
ザ対策等に関する質問や意見が示さ
れ、執行部は見解表明と情勢の説明に
努めた。
その中で、西澤会長は、全日病にプ

「中小病院は在宅・介護・認知症に取り組む」―方針を明確化

次期会長にご指名いただき、非常
に身の引き締まる思いである。冒頭
の挨拶でも申し上げたように、今、
大変大きな改革が大いなるスピード
で行われようとしている。これにど
う対応していくべきか、これが私が
一番に考えている点である。
すなわち、社会保障と税の一体改

革と消費税非課税を含む問題に全力
を挙げて取り組んでまいりたい。こ
れらの課題は、当然のことながら医
療提供体制につながるものであり、
診療報酬につながるものでもある。
皆さんのご協力を得て、ぜひ、取り
組んでまいりたい。
また、この4月から全日本病院協

会は公益社団法人となったが、公益
社団法人としてどう活動していくべ
きかを踏まえて、様々な活動に取り
組んでいきたい。
全日病の理念にもとづきながら、

国民、患者、医療関係者そしてすべ
てのステークホルダーと共に、こと
にあたってまいる。まさに協働して

いかないと、2025年という少子高齢
化のピークを乗り越えていくことは
できないと思う。その意味からも皆
さんの協力をいただき、できれば、
そうした取り組みで主導性を発揮し
てまいりたいと思っている。
そして、その中で、持続可能な医

療提供体制と医療制度を構築してい
く、その過程で、我々も必要な提案
を示していかなければならない。そ
のためにも、各種の活動をきちんと
していかなければならないと考える。
私は、迫り来る改革を通して、ぜ

ひ、すべての病院に生き残ってもら
いたいと思っている。生き残るとい
うことは、その使命を果たしていた
だくということである。
そのためには、今まで以上に質の

高い医療を継続して提供していく必
要があると考える。それに向かって
会員病院には努力を続けていただき
たい、その努力に対して我々が支援
していく、そうした活動を進めてま
いりたい。

□西澤寛俊会長　就任の挨拶（要旨）

ライマリケアのプロジェクトチームを立
ち上げたこと、その議論において、①中
小病院は在宅医療・介護を担いかつ支
援する立場にあり、また、それを積極
的に推進すべきであること、②中小病
院は認知症にも対応していくこと、③会

員病院はそれらの取り組みを進めてい
くべきこと、④そうした全日病と中小
病院の取り組みを明確にし、社会にア
ピールするとともに、具体的な活動を
進めていく方針を確認した、ことを明
らかにした。（8面に議論内容を掲載）

都道府県2015年度後半にビジョンを策定。現行医療計画に追加
社会保障審議会医療部会 厚労省第6次医療法改正の全容示す。医療法人制度見直しが重要課題に浮上

社会保障審議会の医療部会が6月20日
に開かれ、事務局（厚労省医政局総務課）
は、秋の臨時国会に提出する医療法を含
む8法にわたる改正（法律上は一括改正法
案＝医療法等の一部改正法案）について現
段階の概要を提示、検討を求めた。（4面・
5面に医療法等改正の概要を掲載）

1年ぶりの開催となった医療部会は新
たな部会長に永井良三自治医科大学長
（社会保障制度改革国民会議委員）を選
出。事務局から、一括法の「医療法等
の一部を改正する法律案（仮称）」に盛
り込まれる12項目の説明を受けた（4面
にその概要を掲載）。
それによると、第6次医療法改正の主
たる内容は、（1）医療機関の医療機能
報告制度と都道府県における地域医療
ビジョンの策定、（2）看護師が一定条件

の下で診療補助行為のうちの特定行為
を実施できる制度の創設、（3）第3者機
関創設を含む医療事故調査制度の創設、
（4）医療機関の勤務環境改善マネジメン
トシステムの創設、（5）特定機能病院承
認における更新制の導入、（6）外国医
師等の臨床修練制度の見直し等となる。
このうち、地域医療ビジョンについ

て、吉岡てつお総務課長は当初の日程
を1年繰り上げ、各都道府県は2015年
度後半にビジョンを策定した上で、ビ
ジョンを現行医療計画に追記する方針

を明らかにした。
改正項目の多くはすでに関連検討会

で審議を終えたものだが、中には、「持
分なし」に計画的に移行する医療法人
を都道府県が認定・支援する制度の創
設、地域医療ビジョンに医療機能別に
必要病床量を明記すること、機能分化に
おける国・都道府県・病院・有床診の役
割と国民・患者の責務を規定すること
など、議論されていない事項もある。
この日示された改正事項は現時点の

ものであり、今後、社会保障制度改革

国民会議の議論によっては急遽追加さ
れる項目もあり得る。
事務局は、この日の医療部会に国民

会議「議論の整理｣（4月22日）に対する
医政局見解を提示する一方、この日の
部会意見を6月24日の国民会議に提出
した（2面に国民会議の記事を掲載）。
また、医療法人制度に関して、「経

済財政運営と改革の基本方針」（6月14
日閣議決定）で示された方針、国民会
議や産業競争力会議で提起された課
題、さらには今国会における政府答弁
を紹介。こうした提起を踏まえ、医療法
人のあり方を見直すために、今秋にも
検討会を設置する方針を明らかにした。
政府とその諮問会議から突きつけら

れた課題には、個別医療機関の運営に
とどまっていた医療法人のあり方に大
きな変更を迫るものがあり、中には非
営利性の堅持という理念の解釈あるい
はその運用に影響を及ぼしかねない提
案もある。
事務局は今秋にも検討会を設置して

医療法人のあり方を検討する方針を表
明。第6次医療法改正の中で医療法人
制度が大きなテーマに浮上した。

▲医政局は国民会議の議論を反映した第6次医療法改正案を提示した（前列中央が原医政局長）

▲4期続けて全日病の運営を委ねられた西澤寛俊会長（来賓席は横倉日医会長と野中東京都医師会長）

公益社団法公益社団法人としとして初の総て初の総会。西澤寛俊西澤寛俊氏を氏を会長に長に4選公益社団法人として初の総会。西澤寛俊氏を会長に4選
33副会長は留任副会長は留任。役員役員に新人を多く起用に新人を多く起用。西澤執行部西澤執行部、第4期へ若期へ若返りを図るを図る3副会長は留任。役員に新人を多く起用。西澤執行部、第4期へ若返りを図る
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全日本病院協会が公益社団法人化
して初めての定時総会が6月22日に開
催された。改めて言うまでもなく、
公益社団法人は行政庁から公益性を
認定された組織であり、社会的な信
頼は大きい。その分、社会に対する責
任も重い。それでは、全日本病院協
会の公益性とは何だろうか。私は地
域医療を守っていくことだと考える。
先般、厚生労働省は「病床機能情

報の報告・提供の具体的なあり方に
関する検討会」で、亜急性期（仮称）
の機能を「急性期を経過した患者、

在宅・介護施設等からの患者であって
症状の急性増悪した患者に対し、在
宅復帰に向けた医療を提供する機
能」と定義づけた。これは、わが全
日本病院協会が提唱する地域一般病
棟とほぼ重なるものである。
急性期の後方機能が注目される背

景には、高齢化の進展につれて、救
急医療において高齢者救急のウエイ
トが高くなってきていることがある。
高齢者は様々な合併症や認知症を併
発しており、介護度が高い場合も多
く、その受け皿が課題となっている。

この点、現行の亜急性期病床は、
届出病床が一般病床の3割以下に限
定、退院患者のうち他の保険医療機
関へ退院した者を除いた患者が6割
以上、算定期間も60日以内といった
厳しい要件から、わずか1万8,000床
弱にとどまっている。亜急性期病床
の運用基準をいかに現状に即したも
のにするか、回復期リハビリテーシ
ョン病棟とどう使い分けていくか、
議論する必要があろう。
全日本病院協会は昨年、地域の

200床未満の中小病院を対象に、そ

の役割・機能を明確化にするための
調査を実施した。その結果、脳血管
疾患や骨折などに対応する一般急性
期医療をはじめ、救急医療、医療連
携、在宅医療支援などを担っている
実態が明らかとなった。まさに、地
域医療を支える存在といえよう。
今後、地域一般病棟の制度的位置

づけや診療報酬上の評価について議
論が進むことを期待したい。さらに、
西澤会長を中心に、地域住民のため
に持続的・継続的な医療・介護の制度
を覚悟を持って確立して行きたい。（A）

地域一般病棟は地域医療を支える存在

社会保障制度国民会議

社会保障制度国民会議は6月24日の第16回会議で個別の議論を終え、次回7月上旬
の会合からは報告の素案を基にとりまとめに向けた最終的な議論に入ることを確認した。
素案の起草担当者に3人の委員を指名、起草委員はこれまでの議論を踏まえて報告の

骨格を整理する。その後、8月初旬にかけて集中的な議論をもち、「期限である8月21日
にゆとりをもった日程で報告書をまとめる」（清家国民会議会長＝慶應義塾長）方針だ。
起草作業は医療・介護、年金、少子化対策の3分野に分かれて行なわれ、医療・介護は

権丈委員（慶大教授）が担当する。
会議後の記者会見で、清家会長は「国保の運営を都道府県に委ね、併せて医療提供体

制の改革に責任を持ってもらうという方向は国民会議で合意済みである」と述べたが、
医療・介護にかかわる制度改革の主役に都道府県を指名し、保険医療機関の取り消し処
分を含めた権限を委ねる一方で、地域医療ビジョンを組み込んだ医療計画を介して病院
病床の機能分化を担わせ、一体改革の2025年シナリオにそった病床の再編を進めると
いう方向が打ち出されるのは必至だ。

同日の国民会議に、厚生労働省は、
前日6月20日に開いた社保審医療部会
の議論を整理したとする文書を提出し
た。しかし医療部会に「国民会議の議
論の整理」（4月22日）が報告されたのは
事実だが、実質的な議論はしていない。
文書は、医療部会事務局の医政局総務
課の裁量でまとめられたものである。
冒頭に「医療部会の意見を集約した

ものではない」との断り書きを入れて
いるが、これによって国民会議は、手
続き的には社保審の意見を“勘案”した
ことになる。
「厚労省の各種審議会には利害関係
関係者が多く入っているが、国民会議
には団体の利害を代表する者はいな
い。そういう団体の立場から議論をし
ていてもうまくいかないことを認識す
べきである」（宮武委員＝目白大学大学
院客員教授）という発言が出たように、
現場の実態と意見に耳を傾けるという
姿勢は国民会議には乏しい。
その国民会議と、その議論を先取り

した医療法等改正に対して、全国知事
会から強いクレームが出ている。
6月20日の医療部会で荒井委員（奈良
県知事）は、地域医療ビジョン策定など
「厚労省の医療法等改正案にある考え
方は知事会との協議を踏まえたもので
はない。また、国民会議の議論も知事
会と十分な協議なく行なわれている」
と遺憾の意を表わしたが、この日の国
民会議には全国知事会が医療法等改正
案に強い疑義を示した声明（6月20日）
が提出された。
その中で、全国知事会は、国民会議

の報告に盛り込まれる内容を先取りし
ている第6次医療法改正は「都道府県
と十分な議論が行われたとは言い難
い」とし、そこには「都道府県の組織
のあり方にまで国が関与しようとする
内容が含まれているが、このような関
与は都道府県の自主性を損なうもので
あり、不適当である」と論難。「都道府
県の同意なく法案提出等を行うことが
ないよう求める」として、改正法案の

提出に強く反対している。
これは医療法等改正の内容に対する

抗議であるが、同時に、その背景にあ
る国民会議の議論内容に対する強い批
判ともなっている。
この日の国民会議で、増田委員（野村
総研顧問）は「機能分化の推進に関して
は都道府県との調整ができていないの
ではないか。拙速を避け、国と都道府
県の間で意味のある話し合いをしてほ
しい」と指摘したが、国保の運営責任
を都道府県に委ねるという利害問題が
あるにもかかわらず両者間の協議は実現
されてなく、一体改革を進める上で、都
道府県の同意をどうとりつけるかがき
わめて重要な問題になりつつある。
では、国民会議の間に意見の違いは

ないのか。この日の記者会見では、国
保の都道府県化について、清家会長と
遠藤会長代理（学習院大学経済学部長）
との間に認識の微妙な違いがうかがわ
れるひとコマがあった（会見要旨を参照）
が、例えば、両委員の間に、都道府県
化に積極的あるいは慎重という見解の
相違があることは明白だ。
事務局が同日提出した資料では、「さ
らに議論すべき事項」に30数テーマが
あげられたが、そのうち「これまで比
較的ご発言があったもの」は6割近くに
とどまる。事務局の認識でも、4割以
上の項目は十分に議論されていないと
いうわけである。
現に、遠藤会長代理は、会見後の囲

み取材で「高額療養費や高齢者医療の
問題はほとんど議論されていない」こ
とを認めた。つまり、議論しやすい大
きな制度改革の枠組みはある程度論じ
られたが、保険者の財政構造や給付と
負担のあり方など、公的保険制度の持
続可能性を問う玄人向けの地味な議論
は回避されているのが国民会議の現状
である。
とくに、介護保険制度の見直しや地

域包括ケアを推進していく方向性にい
たってはほとんど俎上にのぼらず、む
しろ、委員からは「地域包括ケアの実

像が分からない」など、各地の介護保
険関係者からみれば不信をかこつ発言
が出ている有様である。
全国知事会は、医療法等改正につい

て、声明で「秋の臨時国会での法案提
出ありき（中略）で議論を進めようとい
うのは、いささか拙速であると言わざ
るを得ない」と批判したが、同じこと
は国民会議にも言えそうだ。

国民会議後の記者会見の内容（要旨） 6月24日

清家会長 今後の進め方であるが、報
告書のたたき台をつくる委員を選出し
た。医療・介護は権丈委員、年金は山崎
委員（神奈川県立保健福祉大学名誉教
授）、少子化対策は大日向委員（恵泉女
学園大学大学院教授）である。ほかに、
制度横断的なものは遠藤委員に、また、
地域に詳しい増田委員にも協力をお願
いすることになる。
素案は基本的にはこれまでの議論に

出てきた意見をベースに、報告書の骨
格をまとめる。まったく出ていない考
えを盛り込むことはない。起草を各領
域1人にお願いしたのは、その方が効
率的だからだ。いずれにしても、その
後の会議で必要な追記や修正がなされ
ることだろう。報告書は最終的には私
の責任でまとめることになる。
次回7月初旬の会議から素案にもとづ
いた取りまとめに向けた議論を行ない、
7月中旬から8月初旬にかけて必要な会
議を重ね、8月21日の期限よりは早い
時点で報告をとりまとめたい。3党実
務者会議の意見は合意がなったものは
尊重するが、現時点で合意されたもの
はなく、したがって、その協議内容に
縛られるものはないと判断している。
記者 起草委員の役割は素案までか。
清家 まずは素案までであるが、その後
も、個々に相談することはあるだろう。
記者 国保の都道府県化に対する清家
会長の認識をうかがいたい。

清家 財政面で広域化が求められてい
る。医療提供体制の面でも都道府県は
病床数を規制している。この両方を踏
まえると、国保を都道府県化する点は
（国民会議で）合意されていると考える。
ただし、徴収や健康事業さらには地域
包括ケアという面は市町村が主体とな
るべきだろう。こうした面で市町村の
インセンティブを損なわないかたちで
広域化していくべきかと考える。
遠藤会長代理 基本的にはその通りで
あるが、それをもって国保の都道府県
化というべきかどうか、私には判断が
つかない。保険者機能の一部を市町村
に残すということではないか。
記者 それは都道府県が財政責任のみ
を負うということか。
清家 （保険者機能を）どこまで分かち
合うかはこれからの議論だ。医療提供
体制の改革は、やはり都道府県が責任
を持ってやらないとならないだろうし、
都道府県は単に財政のみで、他は市町
村というものでもない。基本的には分
権の流れの中で考えるということだ。
記者 医療については2人で担当して
はという意見もあったが。
清家 素案づくりを2人というのはな
かなか難しいだろう。まとめる対象は
これまでの議論であるし、素案を基に
した議論が行なわれる。素案はあくま
でもまとめの議論のたたき台であっ
て、中間報告とは違う。

全日病が入居した住友不動産猿楽町ビル▲▲大会議室1（大会議室2と一体に最大250人を収容できる）

広々とした事務局フロア

全日病全日病、事務所の移転を終える事務所の移転を終える全日病、事務所の移転を終える

その制度と診療報酬への位置づけの議論が進むことを期待

各論の検討を終各論の検討を終了。7月初月初旬から報告素案を基報告素案を基にまとめのめの議論議論各論の検討を終了。7月初旬から報告素案を基にまとめの議論
医医療・療・介護は権丈委員が素案介護は権丈委員が素案。都道府県が国保と医療体制改革の主都道府県が国保と医療体制改革の主役と役といういう方向か方向か医療・介護は権丈委員が素案。都道府県が国保と医療体制改革の主役という方向か

全日病は本部事務所の移
転を終え、6月17日から新事
務所で業務を開始した。

新住所

〒101- 8371

東京都千代田区猿楽町2－8－8
住友不動産 猿楽町ビル7F

Tel. 03－5283－7441
Fax.03－5283－7444
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「地域医療とは」と質問すると、医者
が往診カバンを持って往診をする姿を
イメージする人が多いかもしれない。
しかしながら、地域住民が満足できる
（少なくとも不満足ではない）体制を作
っていくことも地域医療のひとつの観
点であろう。

大半の患者はその地域で病気にな
り、その地域で診療を受けそして生を
全うする。私たちは、自分の医療機関
だけでなく、その地域で提供する医療
（介護）に責任を持つ必要があるという
ことになる。
筆者の地域では人口50万人に対し57

病院、総病床数は7,800床、1,300床余り
の病床過剰である。最近、この中で公
的病院の建て替えラッシュになってい
る。ここに投入される公費は莫大なも

のであり、一例をあげれば、地区の市
民病院は病床数約500床、3年後に完成
予定だが総工費は約200億円である。
今回の新築に際して独立行政法人化

しているが、建築の補助、企業債返済
の肩代わり、不採算部門の補助により、
建設後約20年で総工費を超える公費が
投入される予定であるという。独法化
することで赤字をなくし、より良い医
療を市民に提供するということだが、
その為に若いスタッフの大量雇用が行

われている。
病床もスタッフも患者も公的病院に

吸収されつつあるが、公的病院のみで
地域の医療全体をカバーする事はでき
るわけではない。
古い公的病院を建て替えることは市

民の為になるかもしれないが、そこに
地域医療の再構築という観点はない。
その何分の一かの費用を民間も含めた
医療機関の統合再編成の為に投入でき
ないだろうか。 （井）

高額投資の別建補填方式は見送る。8%時には上乗せで対応
中医協・消費税分科会 上乗せの方法で議論。「基本診療料への上乗せ」がベースとなる可能性も

中医協・診療報酬調査専門組織の「医療機関等における消費税負担に関する分科
会」が6月21日に3ヵ月ぶりに開かれた。この場に、事務局（厚労省保険局医療
課）は「診療報酬とは別建てで高額投資に対応する方法は、消費税率8%への引上
げ時には実施しない」という考えを示し、支払・診療各側ともそれに賛成した。
事務局は、また、診療報酬に上乗せする対応の考え方として4通りの案を提示

して検討を求めたが、この日は、各委員による意見表明に終始した。

分科会には「医療機関等の設備投資
に関する調査」の結果が報告された（別
掲）。調査は、政府から高額投資の消
費税負担は他経費の消費税とは別に措
置する方法を検討するという方針が示
されたため、分科会として、消費税率
引き上げへの対応策検討に先立ち、高
額投資の実態を把握するために昨年か
ら今年にかけて行なわれた。
しかし、回答数は病院が113（回答率
13.0%）、一般診療所81（8.1%）、歯科診
療所 75（7.5%）、保険薬局135（13.5%）
と、いずれも少なかった。
この低回答に、支払側からはしばし

苦情が続いた。これに対して、診療側
の西澤委員（全日病会長）は、「調査で
は5年分の固定資産台帳の提出が求め
られた。しかも、送付先は何でここな
のかといぶからざるを得ない企業だ。
そういうところに重要な資料を簡単に
送るだろうか。しかも高額投資は何年
に1回あるかないかであるため、回答
に足る状況にないと判断した医療機関
も少なくないことだろう」と説明、理
解を求めた。
調査結果について、事務局は、「医療

機関等の投資は年度による変動が大き
く、年度ごとの投資実績に応じた償還
を行なう上で必要な財源規模を正確に
見込むことは困難」と評価、その旨を結
果報告に書き込んだ。併せて、論点で
「診療報酬とは別建ての高額投資対応
は、消費税率8%への引上げ時には実施
しないこととしてはどうか」と提起した。
高額投資対応については、前回（3月
18日）の分科会で、そのための法改正

や関係機関の実務態勢づくりという負
担が生じる一方、「仮に10%時に課税へ
転換した場合には」たった1年半で元
に復すという大きなロスが生じるとい
う説明を事務局自ら行なっている。
事務局提案を受けた議論で、事務局

提案を支持する声が支払側と診療側双
方からあがり、分科会は、診療報酬と
は別建てで高額投資に対応する方法は
見送ることで一致。消費税の引き上げ
に診療報酬の枠内で対応する方法を検
討することを確認した。
その方法として事務局が示したのは、

診療報酬本体と薬剤・特定保険医療材
料に関して、基本的にはこれ
までのやり方を踏襲するという
もの。ただし、診療報酬本体
に上乗せする具体的な方法に
ついては、次の4通りの考え
方を示した（詳しい表を別掲）。
（1）消費税対応分を基本診療
料や調剤基本料に上乗せする
（2）それに加えて「高額投資」
を実施した医療機関等への加
算を創設する
（3）消費税負担が大きいと考え
られる点数項目に消費税対応
分を上乗せする（高額投資が
必要と考えられる点数項目に
配慮する）
（4）1点単価に消費税対応分を
上乗せする
このうち（1）は、引き上げ分
を初再診料、入院基本料、特
定入院料等に限って上乗せ
し、補填を医療機関経営の基

礎収入に反映させるというもので、支
払・診療各側から、この案に賛成する
声があがった。
同時に、（1）に重点を置きながらも

（3）と組み合わせて上乗せ配分を行な
ってはどうかという意見も複数の委員
から出た。（2）と（4）については否定的
な意見が大勢を占めた。
診療側の西澤委員（全日病会長）は、

「高額投資への対応は止めるということ
はよい。ではどうするかということにな
ると病院団体にも色々な意見があること
だろう。色々な選択肢も含めて、よく考
えたい」と述べ、具体的な意見は控えた。
この日は、あらかじめ課税分が価格

に含まれている薬剤と特定保険医療材
料に関して、患者にそのことを説明す
る方法についても議論された。
事務局は、「消費税対応分を告示等で
区分して表示する」と「患者に渡す明細
書や薬剤情報提供文書などで当該薬剤・

保険医療材料の消費税対応分を表示す
る」2案を提案したが、前者は国民には
伝わらないのではないかとの疑問が、後
者に関しても、医療機関等の負担が多く
なるのではと懸念する声があがった。
「（明細書に）消費税負担分が入って
いますと簡略に表示すればいい」「何
らかが補填されているということは明
示した方がいいが、薬価等の詳しい内
訳を示す必要はない」という意見が示
されたが、概ねこうした方向で議論は
進みそうだ。
分科会は、必要があれば、今秋にか

けて「議論の中間整理」を試みるが、具
体的には、消費税負担額を含む医療経
済実態調査の結果（10月末）を踏まえて
医療機関の種別、類型、規模などによ
る負担額の格差を把握し、診療報酬に
上乗せする項目等の考え方を明確にし、
年内をめどに報告書を取りまとめ、中
医協総会に報告する方針だ。

西澤会長「初・再診料の議論は中小病院も対象となる」
中医協総会 主治医機能と初・再診料について議論

6月12日の中医協総会は、外来医療
のあり方をめぐって2回目の総論的議
論を行なった。
事務局（厚労省保険局医療課）があげ
た検討テーマは「主治医機能の強化」
と「診療所の機能と初・再診料」。
外来医療に関して、事務局は、「複

数の慢性疾患を持つ患者に適切な医療
の提供を図りつつ、外来の機能分化を
さらに推進する」という視点が次期改
定の大きな課題である旨を、1回目の
議論（1月23日）で論点にかかげている。
この日の議論で、事務局は、「主治

医機能の強化」に関して、「中小病院と
診療所の主治医機能を持った医師が、
適切な専門医療機関等と連携すること
により、複数の慢性疾患をもつ患者に
継続的・全人的な医療を行なうことを
総合的に評価することをどのように考

えるか」と問題提起した。
一方、「診療所の機能と初・再診料」

については、2010年度改定で再診料が
病診統一された経緯に触れた上で、
「診療所の機能を勘案した上で、その
外来機能の評価をどのように考える
か」と論点に示し、「主治医機能の強化」
に伴ない、14年度改定で診療所の初・
再診料のあり方を検討する方針を打ち
出した。
「複数の慢性疾患をもつ患者に継続
的・全人的な医療を行なうことを総合
的に評価する」という考えは、08年の
後期高齢者医療制度創設で導入された
後期高齢者診療料と同じ発想である。
後期高齢者医療制度は75歳以上という
“年齢差別”を主たる理由に10年の改定
で廃止され、後期高齢者診療料もなく
なった。

複数疾患をもち複数の医療機関受診
を繰り返す患者に担当医を定め、計画
的な医学管理の下に診療を行なう包括
払いを、「主治医機能の強化」という視
点で、年齢に関係なく導入してはどう
かというのが今回の問題提起である。
専門医制度に総合診療医が設けられ

ることもあり、総合診療の評価のあり
方を考える必要があるのは確かで、そ
れを通じて、病院外来と診療所の機能
分化とともに診療所自体の機能分化の
あり方が整理される可能性がある。
議論で診療側の委員からは「主治医

機能を議論することは大切」と、問題
提起を歓迎する発言が相次いだ。
「在支診・在支病以外にも在宅医療を
担っている診療所や中小病院を評価し
ていくことは重要」という指摘もなさ
れた。

支払側からも、「後期高齢者診療料」
のような包括払いを想定した、議論を
歓迎する旨の意見が出た。生活習慣病
を対象に、各種加算も取り込んだ包括
化というイメージもあげられた。その
中で、白川委員（健保連）は「一度診療
所の機能を整理してはどうか」とも提
起した。
「主治医機能の強化」は、診療所だ
けでなく中小病院も対象にした論点と
して提起されているが、初再診料に関
して、事務局があげた論点は診療所に
限られている。
この不合理さについて、診療側の西

澤委員（全日病会長）は、「主治医機能
が診療所と中小病院のテーマであるな
ら、それと関連した初再診料のあり方
も診療所と中小病院がともに対象とな
るべきではないか。今後の議論で、再
診料を引き上げるという話が出るとし
たら、当然に、中小病院も含めた話で
あると考えたい」と発言、事務局とと
もに支払・診療両側の委員に対しても、
そうした視点があることを喚起した。

□診療報酬本体分手当方法各案の比較

基本診療料・調剤基本料に消
費税対応分を上乗せ
※例えば､医科では､診療所は
初･再診料､病院は入院基本料
への上乗せが考えられる

全ての医療機関等が上乗せ点
数を算定できる

・同じ基本診療料・調剤基本
料を算定する医療機関等の中
では、上乗せ点数が一律に手
当される
※例えば、一定の施設類型ご
との消費税負担の大きさに配
慮するため、入院基本料の類
型（一般病棟、療養病棟、精
神病棟等）ごとの消費税負担
額（薬価・保険材料価格を除
く）を算出、それに見合う手
当（3％対応分）を行うこと
も考えられる

・｢高額投資｣の定義付け
とともに､実施された｢高
額投資｣の用途･額･時期
等の審査が必要となるが､
実際上は困難
・加算分だけ基本診療料・
調剤基本料の上乗せ分が
薄くなる
・仮に10％時に課税転
換する場合は、1年半の
ために審査体制の整備等
を行うこととなる

・1989 年、1997年
の対応への指摘（例：
限られた項目に配分す
る方法は透明性・公平
性に欠ける）が継続
・個別の診療行為との
対応関係が明確でない
投資が太宗を占めるた
め、このような対応に
は限界がある

・医科・歯科・調
剤を通じて、全て
の医療機関等に一
律に手当される
・仮に課税転換す
る場合は、過去の
消費税対応分も含
めて１点単価で調
整すると、1点単
価が10円を下回
ることとなる

「高額投資」を実施した
個々の医療機関等の消費
税負担に配慮した手当が
できる

大きな消費税負担の伴
う点数項目を特定して、
点数の上乗せができる

今回の消費税対応
分が明確で分かり
やすくなる

消費税負担が大きいと
考えられる点数項目に
代表させて消費税対応
分を上乗せ(過去の対
応と同様)
※高額投資が必要と考
えられる項目に配慮

・1点単価に消費
税対応分を上乗せ

2014年4月以降に「高
額投資」を実施した医療
機関等への加算を創設※
｢高額投資｣は､例えば､診
療･調剤に使用する建物
等が考えられる

案1’／高額投資の加算

案1／基本診療料・調剤基本料 案2／個別項目 案3／1点単価

考
え
方

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト
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厚労省

第6次医療法改正

6月20日の社会保障審議会医療部会に、事務局（厚労省医政局総務課）は、
秋の臨時国会に提出する医療法を初めとする8法を一括した医療法等一部改正
法案の概要を提示、検討を求めた。
第6次医療法改正の基底に流れるのは、社会保障制度改革国民会議がまとめ

る、一体改革に沿った病床機能と病床分布の再編である。したがって、今後の
国民会議の議論によっては改正事項が増える可能性もある。総務課は、国民会
議が報告をとりまとめた後の８月末以降に改正法案の要綱を示すとしている。
（1面記事を参照。5面に改正法の概要）

法改正のうち、「病床の機能分化・連
携の推進」について、事務局は「医療機
関による病棟単位の医療機能とその情
報を都道府県に報告する制度」に関す
る議論の現状を報告。
その中で、2014年10月をめどに医療
機関からの報告を始めるが、その前の
14年度前半にはガイドライン（GL）の策
定を終え、15年度後半には各都道府県
で地域医療ビジョンが策定されていく
という日程を明らかにした。
この日程は、昨年11月に示したのを
国民会議の意見にしたがって１年前倒
ししたもの。吉岡総務課長は、「当初は
18年度からの医療計画にビジョンを組
み込む考えであったが、今は、現行医
療計画に挿し込んでいきたいと考えて
いる」と説明した。
この前倒しによって、「各医療機関に
よる報告→その内容を踏まえた地域医
療ビジョンGLの作成→各都道府県にお
けるビジョンの策定」という工程が「地
域医療ビジョンGLの作成→各医療機関
による報告→ビジョンの策定」と逆転
した（別掲の工程表新旧比較を参照）。
つまり、報告に示される各地域の医
療提供の実態を分析することなく、予
断をもってビジョンに盛り込む目標や
指標等の設定方法などを規定するとい
うことになる。
このGLに関しては、ビジョンで策定
するとされる医療機能別の病床必要量
は何を根拠に算出するのか、それは基

準病床数と同じ規制を担うのかなど疑
問はつきない。
しかし、一体改革の2025年シナリオ
には機能別病床の推計値が示されてい
る上、国民会議では、各都道府県が基
金を活用して病棟・病床機能の再編を
進めるべきという提言が出ているだけ
に、その方向性を示すビジョンをまと
める上で、その細部を規定するGLは決
定的な役割を果たす。
GLが、地域の医療機能分布を医療ニ
ーズの反映としてあるがままに受け止
める視点で作られれば、ビジョンは各
医療機関の現状把握を助け、将来目標
を設定するチャートとなる。しかし、
GLがビジョンを指針・計画と性格づけ、
政策目標を実現していくツールに位置
づければ、ビジョンとそれにもとづく
機能分化は官主導のものとなる。
西澤委員（全日病会長）は、医療機関
の報告内容がGLに反映されることがな
い工程に変ったことを指摘。
「報告内容を活かさずにGLを作ると
いうのは、今までの議論と趣旨が違う。
報告された内容を分析してGLを作り、
その結果、各医療機関が目標とするビ
ジョンが策定できる、そういう流れに
してもらいたい」と、見直しを求めた。
しかし、吉岡課長は「報告は来年秋
にも開始する。それと並行して

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

GLの策
定を進める。その中で報告内容を反映
できる」と工程をアレンジして説明し、
問題はないとした。

医療部会で法改正に疑問の声。知事会は反対を表明

医療部会の意見は国民会議に反映されるのか?

医療法人のあり方で今秋、検討会を設置

部会委員の意見は、多くは、病院病
床の機能分化に向けた報告制度と地域
医療ビジョンの問題に向けられた。そ
の一方で、「病院の機能だけを考える
のは疑問。在宅は議論しなくてよいの
か」「高齢化と少子化が急速に進む。在
宅を含む日本全体の医療のあり方がこ
れでよいのか」と、在宅、介護との連
携、終末期など医療提供体制の全体像
がみえてこない医療法等改正に不満の
声があがった。

医療法等改正には都道府県も反対し
ている。全国理事会は6月20日の声明
で、「厚労省の医療法等改正案にある
考え方は知事会との協議を踏まえたも
のではない。また、国民会議の議論も
知事会と十分な協議なく行なわれてい
る」と抗議。この日の医療部会でも、
荒井委員（奈良県知事）が「都道府県
の同意なく法案提出等を行うことが
ないよう求める」と記された声明文
を読み上げた。

医療法人に関しては、持分なしへの
移行を企図する医療法人を都道府県が

認定した上で相続税の納税猶予等の特
例措置を図る案が示された。

事務局は、社会保障制度改革国民会
議が4月22日に公表した「議論の整理」
のうちの、「医療・介護分野」に対する
厚労省の見解を、同日の医療部会に示
した。
医療計画の基準病床数を医療機能別

に算定すべきという意見には、「各医療
機能の将来の必要量（病床の総数を定
める基準病床数とは別に設定）等を定
める地域医療ビジョンを策定し、医療
計画にこれを盛り込む」考えを示した。
保険医療機関の指定・取消など都道

府県に新たな権限を付与する提案に
は、「都道府県の意見を踏まえながら、
医療提供体制に係る都道府県の権限・
役割のあり方について、さらに議論を
深めていく」とした。
一方、医療法人制度の見直しに関し

ては、「医療法人の非営利性を担保す
ること、本来業務である病院等の経営
に支障を来さないことなどを前提とし
つつ、医療機能の分化・連携の推進や
医療法人の健全な経営が図られるよ
う、具体的な提案内容について検討を
行なっていくべき」と記した。
事務局は、医療部会を夏までに数回

□報告制度の導入と地域医療ビジョン策定にいたる工程表の変化

検討会において、
報告を求める各医
機能の考え方や具
体的な内容、提供
方法について検討。
6月を目途にとり
まとめ。

【具体的な内容の
　検討】

～2013年6月

医療機関から
都道府県に報
告するシステ
ムの整備

【報告の仕組み
　の整備】

検討会を設置し、
地域医療のビジョ
ンに関するガイド
ラインの作成等を
検討。
14年度前半にガ
イドラインを示す。

【地域医療ビジョ
　ンのガイドライ
　ン作成】

都道府県におい
て、ガイドライ
ンを踏まえ、地
域医療ビジョン
の内容を検討。

【地域医療ビジョ
　ン作成に向けた
　検討】 バランスのとれた医療機能の

分化と連携を推進するための
地域医療のビジョンを策定。

※ 2013年度からスタート
している医療計画に追記。

【地域医療ビジョン策定】

13年度後半～14年度前半

13年度後半～14年度前半 14年度後半～ 15年度後半～

都道府県は報告制度を通じて地域の各医療機関が
担っている医療機能の現状を把握。

【報告制度の運用開始】

14年度後半～

地
域
医
療
ビ
ジ
ョ
ン

報
告
制
度

□医療法等の一部を改正する法律案（仮称）の概要

1. 病床の機能分化・連携の推進（医療法関係）
2. 在宅医療の推進（医療計画＝医療法関係）
3. 特定機能病院承認の更新制の導入（医療法関係）
4. 医師確保対策（地域医療支援センター＝仮称の設置）（医療法関係）
5. 看護職員確保対策（看護師復職支援のための届出制度）（看護師等確保促進
法関係）
6. 医療機関における勤務環境の改善（医療法関係）
7. チーム医療の推進（特定行為に係る看護師の研修制度等）（保健師助産師看
護師法関係、診療放射線技師法関係、歯科衛生士法関係）
8. 医療事故に係る調査の仕組み等の整備（医療法関係）
9. 臨床研究の推進（臨床研究中核病院＝仮称の位置づけ）（医療法関係）
10. 外国医師等の臨床修練制度の見直し（外国医師等が行う臨床修練に係る医
師法第17条等の特例等に関する法律関係）

11. 歯科技工士国家試験の見直し（歯科技工士法関係）
12. 持分なし医療法人への移行の促進（医療法等一部改正法関係）

※現段階の検討内容であり、社会保障制度改革国民会議の議論等を踏まえ、引き続き検討を行なう。

各医療機能の必要各医療機能の必要量を量を地域医地域医療ビジョジョンでンで定める定める各医療機能の必要量を地域医療ビジョンで定める
地域医療の実態地域医療の実態踏まえずにビジョまえずにビジョンのンのGLを作成を作成。官主導の機能分化の恐官主導の機能分化の恐れもれも地域医療の実態踏まえずにビジョンのGLを作成。官主導の機能分化の恐れも

●前倒しされた工程表（5月30日の「第6回病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」提出）

●当初の工程表（2012年11月16日の「第１回病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」資料）

2012年11月～13年

報告を求める
各医療機能の
考え方や具体
的な内容、提
供方法につい
て検討。

都道府県は報
告制度を通じ
て地域の各医
療機関が担っ
ている医療機
能の現状を把
握。

地域医療のビ
ジョンに関す
るガイドライ
ンの作成等を
検討。

バランスのと
れた医療機能
の分化と連携
を推進するた
めの地域医療
のビジョンを
策定。

【具体的な内
  容の検討】

【医療機能の
  情報把握】

【地域医療のビ
  ジョンのガイ
  ドライン作成】

【地域医療の
  ビジョン作成】

14年度～ 17年度

制
度
の
流
れ

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

【
報
告
の
仕
組
み
の
整
備
】

開き、医療法等改正を旨とする報告の
とりまとめを見込んでいる。その報告
は、事務局方針に「国民会議の議論等
を踏まえ」とあるとおり、国民会議が
まとめる改革の方向を見据えたものと
なることを事務局は期待している。
内閣に設置された国民会議がまとめ

る報告は社会保障制度改革推進法で定
めた社会保障制度改革の基本方針案と
なる。まさに、今後10数年の制度改革
を左右するものであり、それこそ社会
保障審議会と緊密な意見交換が求めら
れてしかるべきものだ。
この日の医療部会は総論的な意見表

明に終始したが、事務局は、この日の
医療部会に出た意見を国民会議に報告
すると言明。「医療部会の意見」と題し
た、単に賛否の意見を羅列したに過ぎ
ない文書は6月25日の国民会議に提出
された（2面記事を参照）。
しかし、国民会議はすでに2巡目の議
論を終え、大きな方向性を固めている。
したがって、医療部会の意見は、国民
会議が報告をとりまとめるに際して医
療部会からも意見を聞いたとする証拠
資料に使われる可能性が高い。

吉岡課長は「14年度の税制改正で実
現を図りたい」と述べたが、これ以外
にも、附帯業務、営利法人への出資、
合併や権利移転など、医療法人の経営
自由度を広げる様々な提案が政府の諮
問会議で出ている。
6月14日に閣議決定された骨太方針

に「医療法人間の合併や権利の移転等
に関する制度改正を検討する」と書き
込まれた点について、梶尾指導課長は、
「この指摘は国民会議における指摘に
も通じるところであるが、医療法人の
合併や経営統合とかが目的ということ
ではなく、適切な医療提供体制を構築
していく方法論の1つとしてこうした

課題もあるのではないか」との認識を
表明。「簡単な問題ではないので専門
的に検討する場を設けたい」と述べた。
これに関連して、田中滋委員（慶大

大学院教授）は、「医療法人を創設した
のは、当時はそういう方法でしか医療
経営は継続しなかったからだ。今はそ
ういう時代ではない。非営利性ばかり
が強調されるが、（医療法人の位置づ
けは）それだけでなく、公益性、社会
的地位、貢献度といった上位目的の変
化に合わせて21世紀にふさわしい医療
法人のあり方を議論しなければならな
い」と述べ、時代のニーズに合わせた
医療法人像を描くよう提案した。
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「持分なし」へ移行認定の医療法人に税制・補助金・融資面の支
第6次医療法改正 医療機関に勤務環境改善の自主的なマネジメントシステムを導入

医療法等の一部を改正する法律案（仮称）の概要 ＊1面と4面の記事を参照

1. 病床の機能分化・連携の推進（医療法
関係）
①医療機関による報告（2014年度～）
医療機関が担っている医療機能の現

状と今後の方向を病棟単位で都道府県
に報告する制度を設け、その報告内容を
患者・住民にわかりやすい形で公表する。
②国は地域医療ビジョン策定のための
ガイドラインを策定する（2014年度～）
③地域医療ビジョンの策定（2015年度～）
・都道府県が、医療計画の一部として、
地域の医療需要の将来推計や医療機関
から報告された情報等を活用して、2次
医療圏等ごとに各医療機能の必要量等
を含む地域の医療提供体制の将来の目
指すべき姿（地域医療ビジョン）を策定。
※上記と併せて、国・都道府県・病院・
有床診療所の役割や国民・患者の責務
を規定（現段階の検討内容であり、国
民会議の議論等を踏まえ、引き続き検
討を行う）。
2. 在宅医療の推進（医療法関係）
医療計画に在宅医療の達成すべき目

標や医療連携体制に関する事項の記載
を義務づけ。
3. 特定機能病院の承認の更新制の導入
（医療法関係）
特定機能病院について更新制を導入。

4. 医師確保対策（地域医療支援センター
の設置）（医療法関係）
都道府県に医師確保の支援等を行う

地域医療支援センター設置の努力義務
規定を創設。
5. 看護職員確保対策（看護師等確保促進
法関係）
看護師免許等の保持者に都道府県ナ

ースセンターへ一定情報を届け出る制
度を創設。
6. 医療機関における勤務環境の改善
（医療法関係）
国による指針策定など医療機関の勤

務環境改善のための自主的マネジメン
トシステムを創設。その円滑な実施の
ためのガイドラインを策定。併せて各
都道府県に医療勤務環境改善支援セン
ター（仮称）の設置等を規定。その他の
関連規定を整備。
7. チーム医療の推進
①診療の補助のうち高い専門知識と技
能等が必要となる行為を明確化すると
ともに、医師・歯科医師の指示の下、
プロトコールに基づきその行為を実施
する看護師に対する研修の仕組みを創
設。（保健師助産師看護師法関係）
②診療放射線技師の業務範囲を拡大
（診療放射線技師法関係）
③歯科衛生士の業務実施態勢を見直し
（歯科衛生士法関係）
8. 医療事故に係る調査の仕組み等の整
備（医療法関係）

医療機関に院内調査の実施を義務付
け、各医療機関から報告のあった調査
結果の分析や再発防止策に係る普及・
啓発を行うとともに、遺族又は医療機
関の求めに応じて医療事故に係る調査
を行う第3者機関の設置等を規定。
9. 臨床研究の推進（医療法関係）
革新的医薬品・医療機器の開発等に

必要な質の高い臨床研究を進めるた
め、国際水準の臨床研究や医師主導治
験の中心を担う病院を臨床研究中核病
院（仮称）として位置づける。
10. 臨床修練制度の見直し（外国医師等が行う
臨床修練に係る医師法第17条等の特例等に関する法律関係）
【見直しの具体的な内容】
（1）現行は許可の有効期間は最長2年間。
これを、正当な理由（医学部の大学院に
在学中等）があると認められる範囲（最
長2年間）で有効期間の延長を認める。
（2）受入病院の責任で、①外国の医師の
能力、②適切な指導体制、③医療事故
等が発生した際の賠償能力を確保する
仕組みに改めるとともに、厚生労働大
臣が関与する手続・要件を簡素化する。
・指導医認定制度を廃止し、外国の医
師の語学能力に適した指導医を受入病
院が選任。
・受入病院と緊密な連携体制が確保さ
れた病院・診療所に臨床修練を許容
・不適切な事例が発覚した場合の対応
（立入検査、法令違反の事実の公表等）
を整備
また、入国後速やかに臨床修練を開

始できるようにするため、入国前でも
臨床修練の許可を受けることができる
よう整備する。
（3）教授・臨床研究を目的として来日す
る外国の医師について、当該外国の医
師や受入病院が一定の要件を満たす場
合には、診療を行うことを容認する。
11. 歯科技工士国家試験の見直し（歯科
技工士法関係） 略
12. 持分なし医療法人への移行の促進
（医療法等一部改正法関係）
【法律への位置づけ（案）】
・移行について計画的な取組を行う医
療法人を都道府県知事が認定する仕組
みを導入する。（移行検討の定款変更、
移行計画の作成などを要件とする）
・認定を受けた医療法人には都道府県
が指導、助言等の支援を行う。
【その他の支援策（検討中の案）】
税制措置、補助制度及び融資制度に

ついて検討。
・出資者の死亡に伴い相続人に発生す
る相続税の納税猶予等の特例措置
・移行を支援するコンサルタントに係
る経費の補助
・出資金の払戻しの際に要する資金の
融資

医療法人に関する国民会議、産業競争力会議の議論と骨太の方針

第183回通常国会における医療法人制度関係の政府答弁

「医療機関債」発行等ガイドラインの一部改正（トラブル防止、債権者保護の視点から）

参考1 2013年度医療施設経営安定化推進事業の概要　＊下線は厚労省による
□骨太方針（経済財政運営と改革の基本方針＝6月14
日閣議決定）第3章 3.（1）②（医療・介護）
医療提供体制の改革については、…

（中略）…医療法人間の合併や権利の移
転等に関する制度改正を検討する。
□医療法人制度等のあり方〈社会保障制
度改革国民会議における「議論の整理」〉
医療機能の分化・連携のための医療

機関の再編等を可能とし、ケアをベー
スとしたコミュニティ形成、町作りにも
参画できるように医療法人制度の見直
しを行うべき。具体的には、医療法人
が病院経営の非営利性を担保しつつ付
帯事業で住宅建設（サービス付き高齢
者住宅、有料老人ホーム）や町のインフ

ラ形成に参加、共同事業を立ち上げる
ことができる道を開き、その際のファ
イナンスの選択肢として、今後、慎重
に設計されるべき「ヘルスケア REIT」
等を視野に入れるべき。地域を起点と
した公的安心サービス提供基盤の整備
を進めていくため、病院の統合・再編
による機能の集約化・分化と、医療・介
護と高齢者向け住宅を結合すべき。
〈主な論点と対応の方向（案）〉
医療法人制度については、医療法人

の非営利性を担保すること、本来業務
である病院等の経営に支障を来さない
ことなどを前提としつつ、医療機能の
分化・連携の推進や医療法人の健全な

□理事長要件の見直しについて／3月8
日の衆議院予算委員会・安倍総理大臣
理事長については、確かに、病院に

おいては医療という観点からと病院経
営という観点からもありますので、そ
ういう経営感覚を持った人が枢要な地
位にいることも私はずっと重要なポイ
ント、議論するポイントでもあるのか
な、このように思っておりました。
□医療法人会計基準の策定について／3
月22日の衆議院厚生労働委員会・田村
厚労大臣

医療法人の経営が持続的に、安定的
に、健全、透明性を担保するためにも、
医療法人会計基準を早急に策定すべき
という意見はごもっともである。議員
ご承知のとおり、現在四病協にて検討
を行っている。基本は自らが行っても
らわなければならない。ただ、小泉内
閣から何年も経っているので、全力を
挙げて、積極的にお手伝いしてまいり
たい。できれば、平成25年度の早い時
期に策定されるように我々もお手伝い
していきたい。

①公認会計士等の監査が必要となる発
行額等の見直し
1回当たりの発行総額が1億円以上→

1会計年度の発行総額が1億円以上
②監督庁への届出を新設
勧誘を行う1ヶ月前までに発行要項

等の必要な書類を監督庁に届けること
③購入対象者の明確化
不特定多数に対する販売への注意を

促すため、購入対象は、法人の役職員
や縁者、地域住民等であることを明記
④医療機関債購入の勧誘方法について

消費者保護関係の規定を追加
誠実公正義務、虚偽説明の禁止、再勧
誘禁止等、金融商品取引法を参考に規定
⑤決算期の債権者への情報開示書類の
明示
法定書類のほか、取得資産の状況、

直近3会計年度の財務状況等を開示す
ることを明示
⑥期中償還事由の明確化
購入者の死亡のほか、「破産」「障害

等による生計維持困難」等の事由を列
挙し明確化

□医療法人等の提携・連携の推進に関
する調査研究〈概要〉
○各地域における医療法人が、経営の
合理化・安定化を進めるとともに、地
域の医療機能分化及び連携を進める上
で参考となるよう、事業協同組合、グ
ループ化、資本提携などにより、①経
営の合理化・安定化を進めている事例、
②医療機能の分化・連携を進めている
事例を調査収集し、事例集を作成する。
○上記の取組を全国的に進めていくた
めの課題や必要な支援のニーズについ
て調査する。
□医療法人の適正な運営に関する調査

研究〈概要〉
○医療法人の運営等に重大な問題があ
った場合、当該法人の安定的な経営を
損なうのみならず、地域医療への悪影
響が懸念される。このため、医療法人
の組織、財務、運営等の適正性を確認
するための指標を作成する。
○当該指標は、①医療法人が大きな負
担なく自ら定期的かつ容易に確認でき
るもの、②監督庁で医療法人が作成し
た指標の値の正確性を資料等により容
易に確認できるものであるもの、とす
ることを想定。

経営が図られるよう、具体的な提案内
容の検討を行っていくべきではないか。
□医療法人の業務範囲（附帯業務の拡大、
海外展開）―産業競争力会議における民
間議員の提案
（1）医療法人がフィットネス等健康増進
や配食等生活支援を円滑にできるため
のガイドラインの策定
（2）医療法人が一定要件の下で海外現
地法人に出資できることを明確化
〈厚生労働省の対応・考え方〉
（1）医療提供という本来業務に支障の
ない範囲で本来業務と関連する業務

（附帯業務）は実施可能。例えば、生活
習慣病の者に対する医師の指導に基づ
く健康増進や、高血圧、高血糖又は生
活習慣病の者に対して、医師等が行う
栄養指導や運動指導と併せて配食サー
ビスを行うこと等、附帯業務のうちの
保健衛生に関する業務として整理でき
るものは、今後通知改正で対応。
（2）社会医療法人は海外現地法人に出
資することは可能。一般の医療法人に
ついて、海外事業に失敗しても地域医
療に影響を与えない範囲内で出資可能
とすることについて検討。

▲医療部会に臨む西澤会長（右隣は中川日医副会長、さらに永井医療部会長）
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看護必要度の項目変更で一致。看護配置と比例する項目を採用
入院医療等の調査・評価分科会 療養病棟に転換した特殊疾患病棟等の経過措置は来年3月末廃止で合意

栄養管理実施加算の包括化病院と有床診で対応を分けることで概ね合意
入院医療等の調査・評価分科会 病院は13年度末で経過措置を終え、有床診は14年改定で元に戻す方向

6月13日の診療報酬調査専門組織「入
院医療等の調査・評価分科会」は、「入院
医療等における一般病棟、療養病棟等
に関する長期入院等の実態調査」（2012
年度実施）の結果を基に、（1）重症度・
看護必要度の評価項目、（2）療養病棟に
転換した特殊疾患病棟等の経過措置、
について検討した。
（1）に関して、事務局（厚労省保険局
医療課）は現行評価項目の得点分布が
必ずしも看護配置と比例していないこと
を指摘、そのあり方の見直しを提起し
た。見直しを支持する意見が大勢を占
めたが、どんな項目を採用するかにま
ではいたらず、引き続く議論となった。
（2）の経過措置とは、特殊疾患病棟入
院料、特殊疾患入院医療管理料、障害
者施設等入院基本料の各算定病棟が療
養病棟に移行する場合などに適用して
いる「医療区分を3または2とみなす」
という措置のこと。実態調査によると
利用状況はごくわずかであることから、
事務局は、経過措置を14年3月末で廃
止することを提案した。
これに3人の委員が賛成したほか、

特段の反対意見はなく、廃止する方向

で議論を終えた。
この日の分科会は、主に、重症度・

看護必要度（以下「看護必要度」）の見
直しの是非について議論。事務局は、
14年改定で7対1要件の厳格化を図る上
で重要な因子となる看護必要度に関し
て、A項目とB項目とも項目を整理・追
加する必要性を提起した。
看護必要度は、一般病棟における一

定以上の処置（9項目＝A項目）や看護
（7項目＝B項目）が必要な患者の割合を
示すツールで、7対1入院基本料、看護
必要度加算（10対1）、急性期看護補助
体制加算の各算定要件に、基準に該当
する患者割合（A項目2点かつB項目3
点以上の患者が15%以上。急性期看護
補助体制加算は10%以上）が使われて
いる。
しかし、調査結果から、入院基本料

別の基準該当者割合が一番高いのは15
対1（約18%）で、必ずしも7対1が最も
高いという実態にはなっていないこと
が分かった。
しかも、A項目の該当率を7対1と療

養病棟入院基本料で比べると概ね7対1
の方が高いものの、「時間尿測定」「呼

吸ケア」は療養病棟の方が該当率が高
いことも判明した。
ただし、今回調査用に追加したA項

目（厚生労働科研で検討された項目）で
該当率を比べると、多くの項目で7対1
の方が該当率が高くなるように、項目
を入れ替えると看護配置に比例すると
いう結果になった。
B項目は、全体として、7対1よりも

療養病棟の方が該当率が高かったが、
今回調査用にB項目に追加した項目（前
出）でみると、やはり、多くの項目で7
対1の方が該当率が高いという結果と
なった。
一方、これら評価項目間の相関係数

をみると、A項目では3つの項目の間
に相関性があることが、B項目はすべ
ての項目にきわめて高い相関があるこ
とが判明した。
こうしたことから、事務局は、まず、
Aの5項目のうち、相関性がある3項目
を1つに絞ることを、また、Bの項目に
関しても一定の整理を行なうことを提
案した。
その上で、「今回の調査結果を踏ま

え、現在の一般病棟用の重症度・看護

必要度の評価項目についてどのように
考えるか」とし、A項目、B項目ともに
項目の整理と追加を検討する必要性を
提起した。
多くの委員は現行項目の見直しを基

本的に支持し、大幅な入れ替えを求め
る意見が大勢を占めた。中には、15%
以上という7対1の現行要件の見直しを
求める声もあった。
その一方、一部の委員から、療養病

棟における該当率が比較的高いことな
どを根拠に、「療養病棟も医療区分を
止め、看護必要度のように、どの病床
にも適用できる新たな基準を用いて評
価してはどうか」という考え方が示さ
れた。
これに対しては、急性期と慢性期を

同様の看護必要度で測ることへの疑問
が相次いだが、看護必要度は7対1要件
の見直しにとどまらず、亜急性期を含
めた病床機能の分化･再編を進める上
で重要なツールとなる可能性もある。
議論の中で、安藤委員（日病副会長）

は「看護必要度の見直しについては病
院団体に持ち帰って判断したい」と述
べ、慎重に検討する姿勢を示した。

6月20日の中医協・診療報酬調査専門
組織「入院医療等の調査・評価分科会」
は入院基本料等加算の評価をテーマに
取り上げ、（1）前改定で入院基本料等
に包括した栄養管理実施加算の取り扱
い、（2）同褥瘡患者管理加算の取り扱
い、（3）算定回数の少ない加算項目の
取り扱いについて議論した。
このうち、栄養管理実施加算は2012

年改定で入院基本料等の算定要件に組
み込まれ、病院には管理栄養士の常勤
配置を、有床診には管理栄養士の非常
勤配置を必須とした上で、前改定前ま
で栄養管理実施加算を算定していなか
った医療機関には「管理栄養士を配置
していなくても14年3月末までは包括
化した入院基本料等を算定できる」と
いう措置を図っている。
また、前改定前に栄養管理実施加算

を算定していた医療機関に対しても、
離職等管理栄養士が勤務できなくなっ
た場合の措置として、「厚生局に届出
を行なうことで3ヵ月は包括した入院

基本料等を算定できる」という措置を
認めている。
褥瘡患者管理加算に関しては、旧褥

瘡患者管理加算の要件から専任看護師
にかかる「5年以上の経験」部分を排除
する一方、新たに「褥瘡対策チームの
メンバー等による委員会の定期開催」
を要件に加えた上で、入院基本料等の
算定要件とされた。
この日の分科会に、事務局（厚労省

保険局医療課）は両加算の包括化にか
かわる実態調査の結果を報告、今後の
取り扱いを検討課題にあげて、検討を
求めた。
12年度の改定検証調査と入院医療等

の調査によると、14年3月末までの経
過措置の対象となる「前改定前まで栄
養管理実施加算を算定していなかった
医療機関」は、病院は1割未満に過ぎな
いが、有床診では9割近くに及んでい
る。しかも、該当有床診には、耳鼻咽
喉科や小児科など「該当する患者がい
ない」とした施設の割合が少なくない

上、12年9月時点で「管理栄養士が常
勤・非常勤ともにいない」と回答した有
床診が7割近くにのぼっている。
こうした実情を踏まえ、この日の分

科会は、2014年度改定では、①栄養管
理実施加算包括化の取り扱いを病院と
有床診で分け、②有床診に関しては同
加算を入院基本料等から分離して元に
戻す、③病院に関しては経過措置を既
定どおり14年3月末で終える、という
方向で調査結果の評価をまとめること
で概ね合意した。
褥瘡患者管理加算に関しては議論が

十分深まらず、事務局は次回再度検討
するとしているが、この日の議論は、
入院基本料等への包括化の継続をほぼ
容認するものとなった。
また、「算定回数の少ない加算項目」

のテーマも十分な議論が展開されなか
ったが、事務局が論点として示した
「算定率が低い入院基本料等加算の包
括化・廃止については慎重に対応する
こととし、評価を継続することとして

はどうか」という方向を肯定する意見
が相次いだ。
分科会後のブリーフィングで、事務

局は「診療報酬点数表の簡素化は重要
な課題ではあるが、評価項目の改廃な
どによっても可能であり、入院基本料
等加算の包括化は必ずしも優先的テー
マになるとは限らない」と述べ、14年
度改定では論点とはならない可能性を
示唆した。
分科会は今後、褥瘡問題や「医療提

供体制が十分ではなく医療機関の機能
分化を進めることが困難な地域に配慮
した評価」などの検討を行ない、再び、
方向性が打ち出せていない論点を中心
に2巡目の議論を進め、8月をめどに、
中医協総会に報告を提出する方針だ。
その後も、現在実施中の13年度調査

結果の分析評価を控えており、すべて
の報告がまとまるのは10月になると見
込まれるため、14年度改定は、課題の
多さに比べると時間的には例年以上に
タイトになるとみられる。

無過失補償制度等のあり方検討会

制度設計議論を休止、医療事故調査制度を見守ることで合意
補償財源の規模等予測できる統計欠如などが理由

医療事故調査制度の枠組みが決まっ
たことを受けて、6月21日に1年半ぶり
に再開された「医療の質の向上に資す
る無過失補償制度等のあり方に関する
検討会」は、（1）医療全域にわたる無過
失補償の枠組みを設計する上で必要な
統計データがない、（2）したがって補償
財源等の予測を立てることができない
ことなどの理由から、同制度の設計議
論をいったん見送り、新たに始まる医
療事故調査制度の動向を見守ることで
概ね合意、同検討会を休止することを

確認した。
無過失補償制度設計議論の先送りを

提案したのは事務局（厚労省医政局総
務課医療安全推進室）。
制度設計の議論を進める上の基本的

論点として、①補償範囲の明確化をど
うするか、②制度の掛金等の負担を医
療機関と患者に求めることは可能か、
③過失・無過失の認定をどう行なうか
という点をあげた上で、「以上に掲げ
る無過失補償制度の論点を踏まえる
と、当面、新たな医療事故調査制度の

実施状況等を十分に見極めた上で、無
過失補償制度について考えることが必
要ではないか」と指摘、議論の休止を
提案した。
先送りやむなしという意見は医療側

だけでなく、患者側の構成員からも示
され、一部に反対意見はあったが、全
体として事務局提案を了承した。
構成員である飯田修平氏（練馬総合

病院理事長・全日病常任理事）は、先行
実施されている産科補償制度を例にあ

げ、「産科補償制度は既存のデータを
参考に踏み切ったものの、統計データ
が過小であったため、結果として（補
償額の見積り等は）当たらなかった。
真に機能する無過失補償制度をつくる
のならば、必要なデータをきちんと確
保しなければならない。つまり、財源
の確保とどれだけのデータがあるかと
いうことを確認しないと制度の枠組み
はつくれない」と述べ、設計議論の休
止に賛成した。

開催案内 個人情報管理・担当責任者養成研修会ベーシックコース（東京会場）
日　時 ● 8月9日（金）10：00～16：30
会　場 ● 全日本病院協会会議室

東京都千代田区猿楽町2－8－8 住友不動産猿楽町ビル7F（JR 総武線・都営三田線の
水道橋駅下車徒歩4分

定　員 ● 90名（先着順）
参加費 ● 会員1万2,000円　会員以外1万6,000円（資料代を含む）
締切日 ● 8月2日（定員に達し次第締切ります）
＊詳細は全日病のHPをご参照ください

開催案内 個人情報管理・担当責任者養成研修会アドバンストコース
日　時 ● 8月23日（金） 10：00～16：30
会　場 ● 全日本病院協会会議室

東京都千代田区猿楽町2－8－8 住友不動産猿楽町ビル7F（JR 総武線・都営三田線の
水道橋駅下車徒歩4分

対象者 ● 本会「個人情報管理・担当責任者養成研修会」の受講修了者
定　員 ● 90名（先着順）
参加費 ● 2万2,000円（資料代を含む）
締切日 ● 8月16日（定員に達し次第締切ります）
＊詳細は全日病のHPをご参照ください
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2013年度第1回理事会・第2回常任理事会の抄録　5月18日

2013年度第3回常任理事会の抄録　6月8日

【主な協議事項】
●2013年度事業報告案・決算報告案
2013年度事業と決算の各報告案が承認

された。
●公益法人移行にかかわる基金拠出契約
公益法人移行にともなって3支部が設立

登記した一般社団法人と本会の間で交わさ
れる基金拠出契約書の案が承認された。
●公益社団法人全日本病院協会規程集
公益法人移行にともない改正・新制定さ

れる本会の諸規程案が、一部修正を条件に
承認を得た。
●入会者の承認（敬称略・順不同）
以下の入会が承認された。
北海道　青葉病院 院長 和田耕一
東京都　南台病院 院長 陶山哲夫
東京都　花と森の東京病院 院長 小平祐造
神奈川県 川崎南部病院 理事長 新谷幸義
神奈川県 済生会平塚病院 院長 武内典夫
神奈川県 新百合ヶ丘総合病院 理事長 渡邊

一夫
静岡県　中東遠総合医療センター 企業長

名倉英一
鹿児島県 高江記念病院 理事長 高江政伸
ほかに7人が退会した結果、在籍会員は

2,437人となった。
●人間ドック実施指定施設の承認

人間ドック実施施設として申請のあった
以下施設の指定が承認された。
□日帰り人間ドック
福岡県　那珂川病院
熊本県　阿蘇立野病院
日帰り人間ドック実施施設は484施設と

なった。
【主な報告事項】
●支部長の交代
山口県支部長が三好正規氏から木下毅氏

へ交代した旨の報告があった。
●研修会等開催の報告
2013年度医師事務作業補助者研修（7月
24日、25日開催）、第12回病院事務長研
修コース（6月29日開講）、第13回機能評
価受審支援セミナー（7月21日・仙台市内）
についてそれぞれ説明があった。
●病院機能評価の審査結果（表記がないも
のはVer.6.0：順不同）
4月5日付で以下の17会員病院に病院機

能評価の認定・更新が決まった。
◎一般病院
北海道　恵佑会札幌病院　更新
千葉県　柏戸病院　更新
東京都　吉川内科小児科病院　更新
京都府　医仁会武田総合病院　更新
京都府　京都九条病院　更新

京都府　総合病院 日本バプテスト病院 更新
京都府　市立福知山市民病院　更新
兵庫県　松本病院　更新
福岡県　原三信病院　更新
熊本県　高野病院　更新
鹿児島県 今村病院　更新
鹿児島県 青雲会病院　更新
◎複合病院
愛知県　小林記念病院　更新
大分県　黒木記念病院　更新

宮崎県　古賀総合病院　更新
鹿児島県 三宅病院　更新
沖縄県　同仁病院　更新
◎付加機能（リハビリテーション）
熊本県　リハビリテーションセンター 熊本

回生会病院　更新
4月5日現在の認定病院は合計2,403病

院。そのうち、本会会員は967病院と、会
員病院の39.7%、全認定病院の40.2%を
占めている。

【主な協議事項】
●支部長の交代
以下の2支部より支部長交代の報告があ

り、了承された。
茨城県支部長 （旧）市原健一氏　

（新）横田廣夫氏　
京都府支部長 （旧）出射靖生氏　

（新）清水　紘氏
●入会者の承認（敬称略・順不同）
以下の入会が承認された。
北海道　オホーツク海病院 理事長 佐孝　基
北海道　せたな町立国保病院 院長 森　利光
北海道　野口病院 理事長 野口和哉
北海道　旭川三愛病院 理事長 豊泉武男
千葉県　大島記念嬉泉病院 院長 石川清隆
神奈川県 小田原市立病院 院長 白須和裕
ほかに7人が退会した結果、在籍会員は

2,436人となった。

【主な報告事項】
●2013年度老人保健健康増進等事業（国
庫補助）の実施
本会が提出した調査研究事業3件が

「2013年度老人保健健康増進等事業（老人
保健事業推進費等国庫補助）」に採択された
との報告があった。
●「2012年度人間ドックに関する調査」の
実施
本会の人間ドック実施指定施設を対象に

「2012年度人間ドックに関する調査」を
行なう旨の報告があった。
●「医師の就業動向に関する調査」の実施
全会員病院を対象に「医師の就業動向に

関する調査」を行なう旨の報告があった。
●病院機能評価の審査結果（表記がないもの
はVer.6.0：順不同）
5月17日付で以下の2会員病院に病院機

能評価の認定・更新が決まった。
◎複合病院
愛知県　八千代病院　更新
鹿児島県　森園病院　更新
5月17日現在の認定病院は合計2,388

病院。そのうち、本会会員は966病院と、
会員病院の39.6%、全認定病院の40.5%
を占めている。

在宅介護の推進には病院の支援が重要―全日病が調査研究報告
在宅支援の情報共有実態を踏まえ、情報システム構築へ提言

全日病が2012年度老人保健健康増進
等事業として厚労省から受託した調査
研究が、事業検討委員会（木下毅委員
長）の手で報告書にまとめられた。在
宅療養支援における医療・介護の情報
共有の実態を踏まえ、地域包括的な情
報システム構築に向けた提言が示され
ている。
報告書の題名は「医療機関と連携し

た在宅療養支援における情報提供・情
報共有の実態把握及び地域包括的な情
報システムのあり方の調査研究」という
もので、病院、診療所、介護老人保健
施設、訪問看護、訪問介護、訪問リハ、
通所介護、通所リハの各施設・事業所
2,820ヵ所に調査票を送り、25%から回
答を得た。
全日病は、また、2013年度の同事業

に4件応募したが、このほど、そのう
ちの3件の採択が決まった。その内訳
は「医療ニーズを有する高齢者の実態
に関する横断的な調査研究」「BPSDの
増悪により精神科病院への入院を要す
る認知症患者の状態像の分類モデル及
び退院後の在宅療養支援に関する調査
研究」「諸外国における認知症治療の場

「医師の就業動向に関する調査」を実施
病院のあり方委員会

6月8日に開催された第3回常任理事
会は、全会員病院を対象に「医師の就
業動向に関する調査」の実施を決めた。
病院のあり方委員会（徳田禎久委員長）
が担当、7月初めに調査票を送付、8
月半ばの回収を目指す。
各施設に在籍する常勤・非常勤の医
師数、その勤務状況、さらには、各医
師ごとの就業にいたった経過などを回
答してもらい、就業動向を把握する。

調査用紙は施設票と医師（常勤医に
限定）一人一人に記入してもらう医師
票からなる。医師票は1施設あたり5枚
同封し、員数に合わせて複写してもら
うよう、会員病院に協力を依頼する。
病院のあり方委員会は医師確保に向

けた取り組み策の検討を2013年度活動
方針の1つにかかげており、今回調査
の結果を踏まえて、効果的な医師確保
策の提言をまとめる予定だ。

としての病院と在宅認知症施策に関す
る国際比較研究」と、3題中2題が認知
症に関する調査研究となっている。

「地域」について、病院では2次医療
圏と捉える回答が最多であったが、市
町村（1次医療圏）とする回答も同程度
あった。病院以外では市町村と捉える
回答が最も多い。
居宅サービス事業所が急変時の受入

先医療機関として「非常に重要である」
と回答した施設は「かかりつけ医がい
る医療機関」73.4%、「救急医療機関」
62.0% と、いずれも重視されているこ
とが確認できた。
また、地域における一般病床の存在

を「重要である」と回答した居宅サー
ビス事業所が7割程と高く、急変時受
入先として想定されていることが分かっ
たが、医療療養病床や介護療養病床も
4～6割を占めており、地域によっては
一定の役割が期待されている。
情報提供・共有する主な機関と相手

の職種は「病院・医師」「居宅介護支援

事業所・ケアマネジャー」であったが、
在宅平常時に情報を交わすのは「居宅
介護支援事業所・ケアマネジャー」で、
在宅急変時に「病院・医師」の割合が
増加することが分かった。
「自由回答」をみると、居宅サービス
事業所から多くあげられたのが「医師
との連絡が困難」であり、情報を交わ
す頻度が高い「居宅介護支援事業所・
ケアマネジャー」と「病院・医師」との
連携を強化する必要がある。

情報システム構築にあたっては、現
状では主な伝達手段が電話であるこ
と、平常時や急変時等の場面と相手に
よって伝達内容が異なっていることを
踏まえ、情報システムの伝達手段以外
の利用価値を具体的に提示することが
必要であり、現場で有効活用されるた
めには、医療・介護の従事者が情報シ
ステムをどの場面でどのように利用す
ればよいかを理解していなければなら
ない。

〒101－0064 東京都千代田区猿楽町2－8－8 
住友不動産猿楽町ビル 7F    TEL.  03－5283－8066

在宅療養支援における情報共有
等に関する調査研究報告の要旨
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全日本病院協会新役員等の名簿 （2013年6月22日～2015年6月の定時総会まで） ○印は新任の理事、ゴシックは常任理事（＊は新任の常任理事）を意味する

■理事（55名）
北海道　大橋正實（医）耳鼻咽喉科麻生病院 理事長
〃 高橋　肇（医）高橋病院 理事長　＊
〃 徳田禎久（医）禎心会病院 理事長
〃 西澤寛俊（医）西岡病院 理事長

○　〃　　橋本政明（医）網走脳神経外科・リハビリテー
ション病院 理事長

青森県　村上秀一（医）村上新町病院 理事長　
宮城県　中嶋康之（医）中嶋病院 理事長

○福島県　土屋繁之（医）土屋病院 理事長　＊
茨城県　永井庸次（株）ひたちなか総合病院 院長

○　〃　　横田廣夫（医）鉾田病院 理事長
○栃木県　藤井　卓（医）藤井脳神経外科病院 理事長
群馬県　美原　盤（公財）美原記念病院 院長　＊
○埼玉県　中村　毅（医）戸田中央総合病院 理事長
〃　　中村康彦（医）上尾中央総合病院 理事長
千葉県　平山登志夫（医）平山病院 理事長
東京都　安藤高朗（医）永生病院 理事長
〃　　飯田修平（公財）練馬総合病院 理事長
〃　　稲波弘彦（医）岩井整形外科内科病院 理事長
〃　　猪口正孝（医）平成立石病院 理事長
〃　　猪口雄二（医）寿康会病院 理事長

〃　　木村　厚（医）木村病院 理事長
○神奈川県 須田雅人（医）赤枝病院 院長
○　〃　　山本　登（医）菊名記念病院 理事長　＊
石川県　神野正博（医）恵寿総合病院 理事長
岐阜県　山本眞史（医）笠松病院 理事長
静岡県　中島一彦（医）新富士病院 理事長
愛知県　重冨　亮（医）紘仁病院 理事長　
三重県　齋藤洋一 南勢病院 院長
京都府　清水　紘（一財）京都南西病院 理事長
大阪府　加納繁照（医）加納総合病院 理事長
〃　　日野頌三（医）日野病院 理事長
兵庫県　古城資久（医）赤穂中央病院 理事長
〃　　西　　昂（医）西病院 理事長
〃　　宮地千尋（医）宮地病院 理事長
岡山県　佐能量雄（医）光生病院 理事長
広島県　 （医）浜脇整形外科病院 理事長
山口県　木下　毅（医）光風園病院 理事長
徳島県　川島　周（医）川島病院 理事長
〃　　田蒔正治（医）たまき青空病院 理事長
香川県　松井孝嘉（医）松井病院 理事長
愛媛県　貞本和彦（医）貞本病院 理事長
高知県　田中　誠（医）上町病院 理事長　

脇純一 

福岡県　陣内重三（医）篠栗病院 理事長　
〃　　丸山　泉（医）丸山病院 理事長
〃　　牟田和男（医）牟田病院 理事長　
佐賀県　織田正道（医）織田病院 理事長
長崎県　井上健一郎（医）井上病院 理事長
○熊本県　上村晋一（医）阿蘇立野病院 院長
〃　　山田一隆（医）高野病院 理事長
大分県　畑　洋一（医）畑病院 理事長
宮崎県　大塚直純（医）大塚病院 理事長
〃　　濱砂重仁（医）市民の森病院 理事長

鹿児島県 鉾之原大助（医）市比野記念病院 理事長 ＊
〃　　牧角寛郎（医）サザン・リージョン病院 理事長
沖縄県　新垣　哲（医）西武門病院 理事長

■監事（4名）
東京都　古畑　正 古畑病院 院長　　　　　　
福岡県　中村定敏　（医）小倉第一病院 理事長　
神奈川県 行天良雄 医事評論家　　　　　　　
東京都　五十嵐邦彦 公認会計士

■議長・副議長
東京都　木村佑介　（医）木村病院 理事長
沖縄県　宮城敏夫　（医）浦添総合病院 理事長

地域包括ケアの核となる地域一般病棟―具体化と深化に取り組む

陣内重三福岡県支部長 全日病として、
地域包括ケアを担っていくのは我々中
小病院であるという主張を強く出して
ほしい。
西澤会長 地域包括ケアを中心的に担
うのは中小病院である。そのことをどう
主張すべきか、全日病として検討を進
めている。現在、一体改革の中で機能分
化について議論されており、今のところ、
急性期、亜急性期、回復期、慢性期等と
いう方向で議論が進んでいる。その亜
急性期に、我々の一つの役割があるの
ではないかと考える。我々は地域一般
病棟を提言、これが地域包括ケアの核
になると主張してきた。現在、その具
体化と深化に努めているが、これを担
うのは中小病院であり、これを通して、
地域における中小病院の役割を明確に
していきたい。
在宅医療も、診療所とともに中小病

院が担い手であると考える。その中で
どのような機能を担うのかについても、
ただ今検討を重ねている。この点をよ
り具体的に明らかにしようということ
で、全日病にプライマリケアのプロジェ
クトチームを立ち上げた。
PTは、在宅医療と介護の担いかつ支
援するのは中小病院であり、それを積
極的に推進すべきであること、同時に
認知症にも対応していくこと、そうし
た取り組みを会員病院は行なっていく
べきことを明確にし、それを社会にア
ピールし、具体的な活動を進める、と
いう方針を確認している。
入院医療や在宅に関する議論は、医

政局の検討会や保険局の中医協総会や
分科会で行なわれているが、これらに
は全日病の役員が参加している。こう
した場で、今お話したような我々の見
解を主張してきたが、今後も、さらに

強くかつ積極的に訴えてまいりたい。
松本文六大分県副支部長（文書発言）
第1回支部長・副支部長会議でTPP

と消費税に関する声明を公表してほし
い。また、大病院中心の厚生行政に強
く反論してもらいたい。
西澤会長 声明を出すか否かはこの会
議でご協議いただきたい。TPPに関し
ては、政府からの求めもあり、日医と
四病協が意見書を出すことになってい
る。四病協として出すか、各団体で出
すか、ただ今協議しているところであ
る。仮に共同見解が無理であれば、個
別に意見書を出すことになる。全日病
も検討を進めているところだが、ご意
見があれば、ぜひうかがい、参考にさ
せていただきたい。
「大病院中心の行政に強く反論すべ
し」という点は、まさにおっしゃる通
りである。これからの少子高齢化に向
けてしっかりした提供体制を構築して
いかなければならないが、その中で中
小病院が担う役割はきわめて重要なも
のがある。この点は、先ほど陣内福岡
県支部長にお答えしたように、しっか
りとした対応をしてまいりたい。
大島正親佐賀県副支部長 消費税が
8%に引き上げられるときには医療への
課税を実現してほしい。これがムリな場
合は、10%のときに消費税課税とする
ことを強く主張、かつ、国民の理解が
得られるよう努めていただきたい。ま
た、入院基本料を引き上げていただき
たい。かつては増点となったときもあ
ったが、その後は加算が新設されるの
みで、それも4～5年もすると廃止され、
不安定な病院運営を強いられている。
西澤会長 消費税は来年4月に8%とな
るが、非課税は継続される。我々は10%
のときには課税とするよう強く訴えてい

るが、これは政治の問題でもあり、皆さ
んにもより一層の協力をたまわりたい。
最近は、課税の下でも還付可能という
話を聞く。本当にそれができるのか。
万一、非課税を認め、我々の思うとお
りの還付にならなかった場合に、非課
税を認めた事実のみが一人歩きをする
ことはないのか。私は課税の旗を掲げ
てまいりたい。
昨日の中医協・消費税分科会は、8%

時の対応として高額投資別枠方式を見
送ることで合意した。したがって、今
までとおり診療報酬に上乗せ対応する
ことになる。その方法として、①基本
診療料に上乗せする、②一定項目に上
乗せする、③1点単価で調整するとい
う3案が示されたが、私は、まだ考え
方を決めていない。どの方法を採って
も公平に補填するということはできな
い。できるだけ不公平さを小さくする
こと、課税になったときにリカバリー
しやすいこと、この2つを基準に、皆
さんや病院団体の意見も聞いて方針を
定めたいと思っている。
入院基本料に関してはそのあり方を検
討することになっているが、それを行な
う基本小委が開かれない。入院基本料
こそ病院経営の柱であり、この性格を
しっかりと定め、適正なコストを反映し
たものにしなければならない。これは
すぐにはできないが、例え時間をかけ
てもその方向で取り組んでまいりたい。
猪口副会長 先日の社保審医療部会に
臨時国会に出す医療法改正案が示され
た。どのような改正になるのか、説明
願いたい。
西澤会長 まず、医療機関の病床機能
情報を都道府県に報告する制度があ
る。当初、医療法に急性期病床群とい
う類型を書き込む案が出たが、これは

我々の反対で消えた。今回法改正にあ
がったのは、各病院が自分の判断で病
棟の機能を報告という制度である。そ
れにもとづいて都道府県が各地域の医
療資源を機能分布というかたちで把
握、それを基に地域医療のビジョンを
2015年度後半に策定するというもので
ある。
報告対象となる機能は、現在、急性

期、亜急性期、回復期、慢性期等が検
討されている。例えば、急性期であれ
ば「主として急性期疾患の患者が入院
している」といったように、判断基準
は緩やかなものとなろう。次に、医療
計画で5疾病5事業と同格とされた在宅
医療を医療法に位置づける。チーム医
療としては、包括的指示の下で特定行
為ができる看護師の研修受講義務と登
録制度を保助看法に書き込む。そして
医療事故調査制度の創設がある。医療
法人制度の改革も出ているが、これは
まだ具体的ではなく、今秋の臨時国会
には出てこないのではないか。
斉藤隆景新潟県支部長 我が県の知事
は国保の都道府県化に反対を表明した。
全日病はどう考えているか。
西澤会長 本会はまだ検討にいたって
いない。個人的見解であるが、財政面
からは保険者に一定の規模が必要と考
える。しかし、行政機構である自治体
が保険者になることには反対する。行
政と保険者の一体化になると、ある種、
措置制度になってしまうからだ。県単
位にすることはよいが、保険者とは別
の組織となることが望ましいと考え
る。全日病としても検討の機会をもち、
まとまったら見解を発表したい。

「経済財政運営と改革の基本方針」等が閣議決定

財務省が医療法人制度改正を提起
政府は6月14日、「経済財政運営と改
革の基本方針」「日本再興戦略」および
「規制改革実施計画」を閣議決定した。
また、官房長官を含む9大臣の申し合わ
せとして「健康・医療戦略」を決定した。
2014年度政府予算編成の指針となる

「経済財政運営と改革の基本方針」は、
「全国420万の中小企業・小規模事業者」
を経済活力の源泉とすべく、「参入障
壁の低減による医療、環境分野等新た
な成長分野への進出促進」を謳った。
歳出の重点化・効率化の中で「目指す

べき社会保障の規模は中福祉・中負担」
という方向性を明示。「医療・介護分野
でのICTビッグバン」「地域の構造変化
に対応した医療・介護の提供体制の再
構築」「社会保障・税一体改革の推進」
などを政策理念にかかげた。
財政運営に関連した医療・介護の課

題・目標に目新しいことは盛り込まれ
ていないが、医療提供体制改革の中で
「医療法人間の合併や権利の移転等に
関する制度改正を検討する」とした点
が、財務省の視点として注目される。

「規制改革実施計画」では、「経済再
生に即効性をもつ規制改革、緊急度の
高い規制改革から優先的に検討」する
視点から、①再生医療、②医療機器、
③一般健康食品の機能性表示、④医療
のICT化の規制改革に重点的に取り組
む考えを具体化している。
「日本再興戦略」は健康長寿産業を戦
略的分野に位置づけ、2020年に健康増
進・予防、生活支援関連産業の市場規
模を10兆円（現在4兆円）に、医薬品、
医療機器、再生医療の医療関連産業を
16兆円（現在12兆円）に拡大するとした。
そのため、①日本版NIHの創設（次期

通常国会に法案提出）、②先進医療の対
象を大幅拡大するために外部機関等に
よる専門評価体制を創設して評価の迅
速化・効率化を図る（最先端医療迅速評
価制度＝先進医療ハイウェイ構想：本
年秋を目途に抗がん剤から開始）、③レ
セプト等電子データの活用、地域にお
けるカルテ・介護情報の共有、ナショ
ナルデータベースの積極的活用（とく
にすべての健保組合等にレセプトデー
タの分析・活用の事業計画策定を求め
る＝健康保険法等に基づく厚労大臣指
針を今年度中に改正）、などの措置を
打ち出している。

在宅医在宅医療と地域包地域包括ケアケアを担う担う中小病中小病院―西澤執行部が強調西澤執行部が強調在宅医療と地域包括ケアを担う中小病院―西澤執行部が強調


